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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 5,582 △10.9 78 △47.8 53 △58.3 100 ―
21年3月期 6,263 △3.4 150 △34.7 128 △33.3 △45 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 6.75 ― 1.3 0.2 1.4
21年3月期 △3.02 ― △0.6 0.5 2.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 23,458 8,034 34.2 538.99
21年3月期 23,605 7,955 33.6 533.02

（参考） 自己資本   22年3月期  8,023百万円 21年3月期  7,937百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 △603 △142 728 844
21年3月期 229 △254 △66 872

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
23年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

2,830 △0.9 110 266.7 80 300.0 80 788.9 5.37

通期 5,660 1.4 140 79.5 100 88.7 100 0.0 6.72



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(注)詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 2社 （社名
株式会社熊倉高原センター       
株式会社秩鉄かんぽサービス

）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 15,000,000株 21年3月期 15,000,000株
② 期末自己株式数 22年3月期  114,336株 21年3月期  109,224株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 4,182 △6.8 60 △51.7 59 △47.3 113 ―
21年3月期 4,488 △3.1 125 △46.2 113 △46.9 △41 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 7.61 ―
21年3月期 △2.79 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 22,723 7,724 34.0 518.91
21年3月期 22,852 7,622 33.4 511.90

（参考） 自己資本 22年3月期  7,724百万円 21年3月期  7,622百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、４ページ「１．経営成績 （1）経営成績に関する分析（次期の見通し）」をご覧ください。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,150 △0.6 100 334.8 70 614.3 70 536.4 4.70

通期 4,200 0.4 130 116.7 90 52.5 90 △20.4 6.05



 

１． 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 当期におけるわが国経済は、政府による景気対策の効果もあって一部に個人消費に持ち

直しの動きが見られたものの、企業収益、設備投資は低迷し、失業率は高水準で推移する

など依然として厳しい状況が続きました。 

 一方、運輸業・観光業を中核とした当社グループを取り巻く環境は、沿線地域の人口の

減少や少子高齢化等による利用客の減少に加え、一昨年から続く金融不安に端を発した景

気低迷の影響や新型インフルエンザの流行、高速道路料金の上限制等による鉄道旅客の落

ち込みに歯止めがかからず、また、公共工事および企業の設備投資の落ち込み等による国

内のセメント需要低迷の影響を受け、当社の貨物輸送は大幅に落ち込み、厳しい経営環境

下にあります。 

 このような情勢下にありまして、当社といたしましては、創立110周年の記念事業をは

じめ営業部門による様々な鉄道グッズの開発、イベントの実施等沿線市町や同業他社と連

係した積極的な誘客活動を推進するなど収益の向上に努めてまいりました。 

しかしながら、これらの施策も輸送人員を増加させるには至らず、加えて不動産事業に

おいて新たに売り出しを開始した深谷市小前田の分譲住宅販売も振るわず厳しい状況が

続きました。 

 その結果、当連結会計年度の営業収益は 5,582,474 千円（前年同期比 10.9％の減収）、

営業利益は78,281千円（前年同期比47.8％の減益）、経常利益は53,636千円（前年同期

比58.3％の減益）、純利益は100,525千円となりました。 

一方、営業費につきましては、人件費および経費の削減などに努め5,504,193千円（前

年同期比10.0％減少）となりました。 

 なお、セグメント別の業績は次のとおりです。 

 

運輸業 

 鉄道事業におきましては、「輸送の安全確保が最大の使命である」との認識に立ち、車

両の更新や重軌条交換工事、コンクリート枕木化工事、継電連動装置の更新、踏切保安設

備整備工事など設備面での改良に取り組みました。 

 営業面におきましては、サイクルトレインの運行を開始した他、沿線市町および同業他

社との共催ハイキングの実施、御花畑駅の副駅名「芝桜駅」の設定や数多くのオリジナル

グッズの開発・販売を行いました。 

 しかしながら、一昨年から続く金融不安に端を発した景気の低迷の影響や新型インフル

エンザの全国的大流行、高速道路料金の上限制等による鉄道旅客の落ち込みが続きました。 

その結果、輸送人員8,393千人（前年同期比2.8％減少）、旅客収益2,003,416千円（前

年同期比3.9％減収）となりました。 

 貨物部門におきましては、公共工事および企業の設備投資の落ち込み等による国内のセ

メント需要低迷の影響を受け、当社の貨物輸送は大幅に落ち込み、非常に厳しい状況が続

き、輸送トン数は1,705千トン（前年同期比16.5％減少）、貨物収益は1,021,564千円（前



年同期比16.6％減収）となりました。 

 

 以上の結果、鉄道事業の営業収益は、運輸雑収を含めまして3,327,920千円（前年同期

比7.5％減収）となりました。 

 索道事業におきましては、エージェント等への積極的な誘客施策を行った他、運賃改正

を実施した結果、一定の改善が見られました。 

 バス事業およびタクシー事業におきましては、価格競争の激化や利用人員の減少等によ

り厳しい経営状況が続きました。 

 運輸業全体としては、営業収益 4,115,635 千円（前年同期比 7.7％減収）、営業損失は

247,861千円となりました。 

 

不動産業 

 不動産業におきましては、不動産貸付がテナントビル賃料および駐車場料金相場の下落

により落ち込みを見せたことに加え、深谷市小前田の分譲住宅販売が不振であったことに

より、営業収益は 497,150 千円（前年同期比 9.3％減収）、営業利益は 273,226 千円（前

年同期比0.3％減益）となりました。 

 

卸売業 

 卸売業におきましては、駅売店をはじめ資材取扱・コンビニ売上等が減少したことによ

り、営業収益は 728,880 千円（前年同期比 2.8％減収）、営業利益は 2,418 千円（前年同

期比17.0％減益）となりました。 

 

レジャー・サービス業 

 レジャー・サービス業におきましては、長瀞遊船のチケット販売箇所の増設ならびに駐

車場の拡張、各種媒体を利用した宣伝等を実施いたしました。また、昨年、関係会社の合

併および清算を実施したことにより、営業収益は353,703千円（前年同期比45.9％減収）、

営業利益は38,544千円（前年同期比343.3％増益）となりました。 

 

その他事業 

 その他事業におきましては、営業収益は 499,938 千円（前年同期比 6.8％減収）、営業

損失は9,463千円となりました。 

 

② 次期の見通し 

 わが国経済は、一部に回復の動きが見られるものの、引き続き不透明感が強く、当社グ

ループを取り巻く環境は、厳しい状況が続くものと予想されます。このような状況下、運

輸業におきましては、安全確保最優先との認識に立ち、車両の更新や重軌条交換、コンク

リート枕木化など設備の更新・改善を計画的に実施いたします。また、沿線自治体や同業

他社、観光施設等との協力・連携により沿線の観光開発と旅客誘致を図り、利用者のニー

ズに対応した新商品の開発と販売強化を推進し、安全ならびに収益・サービスの向上に努

めていきます。 



 よって、当社グループの平成23年3月期における通期見通しは次のとおりです。 

売 上 高   5,660百万円 

営 業 利 益     140百万円 

経 常 利 益     100百万円 

当期純利益     100百万円 

 

(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 総資産は前年同期比で 147 百万円減少し 23,458 百万円となりました。その内、流動資

産は前年同期比で18百万円増加し1,966 百万円、固定資産は前年同期比で165 百万円減

少し 21,491 百万円となりました。固定資産減少の主な要因は、土地の売却により 106 百

万円減少したことによるものです。 

 負債は前年同期比で 226 百万円減少し 15,424 百万円となりました。その内、流動負債

は前年同期比で34百万円減少し3,792 百万円、固定負債は前年同期比で191百万円減少

し 11,631 百万円となりました。固定負債減少の主な要因は退職給付引当金、固定資産撤

去損失引当金の減少によるものです。 

 少数株主持分を含めた純資産は前年同期比で 79百万円増加し 8,034 百万円となりまし

た。主な要因は利益剰余金が174百万円改善したことによるものです。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前年同期比で27百万円減

少し844百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、減少した資金は 603 百万円となりました。これは主に、減価償却費

406百万円の計上と、索道事業資産撤去費用の支払535百万円と退職給付引当金の減少325

百万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は142百万円となりました。これは主に、工事負担金等

受入による収入233百万円と固定資産の売却による収入167百万円、固定資産の取得によ

る支出563百万円の計上によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は728百万円となりました。これは主に、長期借入によ

る収入1,810百万円と長期借入金の返済による支出1,059百万円を反映したものです。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分につきましては、中長期的な視野に立って、事業展開と財務体質の強化を図り

ながら、継続的発展基盤を強化し株主の皆様に対する安定的な利益の還元を基本方針とし

ています。 

 しかしながら、現在の財務状態は利益剰余金が大幅なマイナスとなっており、当期、次

期とも無配を予定しています。 



 

 

 
２．企業集団の状況 
 

 当社の企業集団は、当社及び子会社８社で編成され、その営んでいる主要な事業内容は次のとお

りであります。 

 

  ① 運輸業（４社） 

事 業 内 容 会      社      名 

鉄 道 事 業  当社 

索 道 事 業  宝登興業㈱（Ａ） 

旅 客 運 送 事 業  秩父鉄道観光バス㈱（Ａ） 

タ ク シ ー 事 業  秩鉄タクシー㈱（Ａ） 

  ② 不動産業（１社） 

事 業 内 容 会      社      名 

不 動 産 分 譲 事 業  当社 

不 動 産 賃 貸 事 業  当社 

注 文 住 宅 請 負 事 業  当社 

  ③ レジャー・サービス業（2社） 

事 業 内 容 会      社      名 

遊 船 ・ 動 物 園 業  当社 

飲 食 ・ 土 産 品 販 売 業  当社、宝登興業㈱（Ａ） 

  ④ 卸売業（１社） 

事 業 内 容 会      社      名 

卸 し ・ 販 売 業  ㈱秩鉄商事（Ａ）（Ｂ）（Ｃ） 

  ⑤ その他事業（５社） 

事 業 内 容 会      社      名 

建 設 業 ・ 電 気 工 事 業  ㈱秩父建設（Ａ）（Ｃ） 

旅 行 業  当社、秩父観光興業㈱（Ａ） 

そ の 他 業  ㈱長瀞不動寺奉賛会、秩父観光㈱  

  注）１．連結子会社は 6社、非連結子会社は 2社。 

  注）２．上記部門の会社数には当社及びその他連結子会社が重複している。 

  注）３．当社は（Ａ）の会社に対して施設等の賃貸を行っている。 

  注）４．当社は（Ｂ）の会社に対して棚卸資産の購入を行っている。 

  注）５．当社は（Ｃ）の会社に対して業務を委託している。 

 

                                                      

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （注）①～⑥連結子会社、⑦・⑧非連結子会社 
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当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 

 
 

 

 

お  客  様 ・ 取  引  先 

当 社 
 

鉄道事業  観光事業

 
不動産事業 

 
レジャー・サービス業 

  
（子会社） 
◎宝登興業㈱ 
 

 
卸 売 業 

 
（子会社） 
◎㈱秩鉄商事 
 

（注）１ ◎は連結子会社、○は非連結子会社を示しております。 
   ２ 複数のセグメントを営んでいる子会社は重複して記載しております。 
   ３ 矢印はサービスの提供、取引を示しております。 
 

 

運 輸 業 
 
（子会社） 

◎宝登興業㈱ 

◎秩父鉄道観光バス㈱ 

◎秩鉄タクシー㈱ 

 

そ の 他 事 業 
 
（子会社） 

◎㈱秩父建設 

◎秩父観光興業㈱ 

○㈱長瀞不動寺奉賛会 

○秩父観光㈱ 



 

３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針、(2) 目標とする経営指標 

平成19年 3月期決算短信（平成19年5月22日開示）により開示を行った内容から重

要な変更がないため開示を省略しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.chichibu-railway.co.jp 

（ジャスダック証券取引所ホームページ（「ＪＤＬ」検索ページ）） 

http://jds.jasdaq.co.jp/tekiji/ 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

中期経営計画（2009 年度～2011 年度）において、経費・要員等の見直しと合理化を実

施し収益の改善を図る他、次のとおり計画を推進していきます。 

①安全対策として、安全性向上に向けたレールの重軌条化、コンクリート枕木化、老朽化

した施設・設備の更新等を順次実施します。②増収対策として、各種イベントの開催やサ

イクルトレインの運行、土産品の開発・拡販等を実施します。③サービス向上策として、 

車両の更新、駅バリアフリー化、駅舎の補修、ダイヤ改正等を実施します。 

また、グループ各社においても、それぞれの知恵や工夫、相互連携により営業収益を増

大させ、全部門・全グループの黒字化を目指します。 

なお、繰越損失の早期解消を図るとともに持続的な成長を実現させ株主の皆様をはじめ、 

お客様、沿線地域社会の信頼に応えられる企業グループを目指します。 

   

(4) 会社が対処すべき課題 

 秩父鉄道グループは、公共交通を事業の柱に据えているため、輸送の安全、無事故無災

害の達成を最優先課題に掲げています。その上に沿線地域の発展に貢献しながら、持続的

に成長・発展することを目指しています。今後も厳しい経営環境が続くものと予想されま

すが、引き続き継続的発展基盤を強化するために経営資源を集中し、事業の効率性向上に

努めます。 

 具体的には、１１中期経営計画（2009年度～2011年度）に基づき、経費・要員等の見直

しと合理化を実施し収益の改善を図る他、安全対策、増収対策、サービス向上策を順次実

施します。さらに、１１中期経営計画以外にも全社員がコスト意識に徹し、聖域を設ける

ことなく構造改革に取組み、一層適正で効率的な人員配置を行うことにより経費の削減を

図ることが重要となります。また、株主の皆様をはじめ、お客様、沿線地域社会の信頼に

応えられる企業となるため、早期に利益剰余金のマイナス解消を図らなければなりません。 

言うまでもなく公共交通の使命であります輸送の安全、無事故無災害の達成には全力を

傾注し、サービスの向上に努めていきます。そして県および沿線市町にはご指導・ご支援

をいただきながら、沿線地域社会の発展と環境保全に貢献する鉄道として着実に前進でき

るよう努めます。 

 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 875,208 847,344

受取手形及び売掛金 307,923 388,337

分譲土地建物 458,129 437,580

商品及び製品 29,798 54,945

原材料及び貯蔵品 51,299 48,346

その他 229,448 192,420

貸倒引当金 △3,202 △2,042

流動資産合計 1,948,606 1,966,932

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,840,150 13,024,212

減価償却累計額 △8,155,983 △8,331,975

建物及び構築物（純額） 4,684,166 4,692,237

機械装置及び運搬具 5,327,300 5,347,797

減価償却累計額 △4,665,072 △4,693,798

機械装置及び運搬具（純額） 662,228 653,998

土地 15,709,476 15,603,328

その他 643,620 643,797

減価償却累計額 △540,177 △572,342

その他（純額） 103,443 71,454

有形固定資産合計 21,159,314 21,021,018

無形固定資産 32,637 29,080

投資その他の資産   

投資有価証券 413,988 389,914

繰延税金資産 1,967 1,734

その他 93,565 83,757

貸倒引当金 △44,613 △33,983

投資その他の資産合計 464,909 441,422

固定資産合計 21,656,861 21,491,521

資産合計 23,605,468 23,458,454



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 493,067 363,691

短期借入金 1,216,630 1,195,330

1年内返済予定の長期借入金 927,116 1,063,583

未払法人税等 11,531 10,520

未払消費税等 43,188 10,458

繰延税金負債 827 463

賞与引当金 226,947 202,653

その他 908,244 946,053

流動負債合計 3,827,552 3,792,753

固定負債   

長期借入金 2,509,482 3,123,828

繰延税金負債 116,775 108,877

再評価に係る繰延税金負債 6,141,765 6,088,501

退職給付引当金 2,078,453 1,753,196

特別修繕引当金 57,500 69,000

固定資産撤去損失引当金 364,320 9,700

長期預り金 554,338 478,281

固定負債合計 11,822,635 11,631,383

負債合計 15,650,188 15,424,137

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 22,219 22,077

利益剰余金 △1,609,355 △1,434,448

自己株式 △24,573 △25,483

株主資本合計 △861,709 △687,854

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 179,473 166,411

土地再評価差額金 8,619,326 8,544,602

評価・換算差額等合計 8,798,800 8,711,013

少数株主持分 18,189 11,156

純資産合計 7,955,279 8,034,316

負債純資産合計 23,605,468 23,458,454



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業収益 6,263,176 5,582,474

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 4,503,011 4,095,317

販売費及び一般管理費 1,610,102 1,408,876

営業費合計 6,113,114 5,504,193

営業利益 150,062 78,281

営業外収益   

受取利息 1,617 548

受取配当金 11,558 751

物品売却益 14,641 9,691

土地物件貸付料 14,666 20,241

貸倒引当金戻入額 － 11,219

出向者退職金受入益 13,553 10,271

その他 31,569 29,348

営業外収益合計 87,607 82,071

営業外費用   

支払利息 98,531 97,014

その他 10,452 9,701

営業外費用合計 108,984 106,716

経常利益 128,685 53,636

特別利益   

固定資産売却益 1,316 29,750

工事負担金等受入額 57,180 134,695

補助金受入額 184,704 80,669

その他 10,349 7,760

特別利益合計 253,551 252,875

特別損失   

固定資産圧縮損 238,497 208,633

固定資産売却損 144 3

固定資産除却及び撤去費 16,577 1,192

投資有価証券評価損 1,091 －

固定資産撤去損失引当金繰入額 137,000 －

弔慰金 － 30,256

特別損失合計 393,310 240,086

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△11,073 66,426

法人税、住民税及び事業税 24,826 16,397

法人税等調整額 △441 △51,889

法人税等合計 24,384 △35,492

少数株主利益 9,588 1,393

当期純利益又は当期純損失（△） △45,047 100,525



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 750,000 750,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 750,000 750,000

資本剰余金   

前期末残高 22,219 22,219

当期変動額   

自己株式の処分 － －

連結範囲の変動 － △141

当期変動額合計 － △141

当期末残高 22,219 22,077

利益剰余金   

前期末残高 △1,562,131 △1,609,355

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △45,047 100,525

自己株式の処分 △54 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

連結範囲の変動 － △1,848

当期変動額合計 △47,223 174,906

当期末残高 △1,609,355 △1,434,448

自己株式   

前期末残高 △22,420 △24,573

当期変動額   

自己株式の取得 △2,444 △909

自己株式の処分 291 －

当期変動額合計 △2,152 △909

当期末残高 △24,573 △25,483

株主資本合計   

前期末残高 △812,333 △861,709

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △45,047 100,525

自己株式の取得 △2,444 △909

自己株式の処分 236 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

連結範囲の変動 － △1,990

当期変動額合計 △49,376 173,855

当期末残高 △861,709 △687,854



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 316,246 179,473

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △136,773 △13,062

当期変動額合計 △136,773 △13,062

当期末残高 179,473 166,411

土地再評価差額金   

前期末残高 8,617,205 8,619,326

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,121 △74,724

当期変動額合計 2,121 △74,724

当期末残高 8,619,326 8,544,602

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8,933,452 8,798,800

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △134,651 △87,786

当期変動額合計 △134,651 △87,786

当期末残高 8,798,800 8,711,013

少数株主持分   

前期末残高 8,292 18,189

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,896 △7,032

当期変動額合計 9,896 △7,032

当期末残高 18,189 11,156

純資産合計   

前期末残高 8,129,411 7,955,279

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △45,047 100,525

自己株式の取得 △2,444 △909

自己株式の処分 236 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

連結範囲の変動 － △1,990

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △124,755 △94,818

当期変動額合計 △174,131 79,036

当期末残高 7,955,279 8,034,316



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△11,073 66,426

減価償却費 403,721 406,239

退職給付引当金の増減額（△は減少） △211,608 △325,257

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,792 △24,293

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,030 △11,791

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 11,500 11,500

固定資産撤去損失引当金増減額（△は減少） △18,680 －

受取利息及び受取配当金 △13,176 △1,299

支払利息 98,531 97,014

工事負担金等受入額 △241,885 △215,364

固定資産圧縮損 238,497 208,633

固定資産除売却損益（△は益） 16,426 △21,980

投資有価証券評価損益（△は益） 1,091 －

売上債権の増減額（△は増加） 98,109 △80,413

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,492 △1,644

その他の流動資産の増減額（△は増加） 21,737 17,961

仕入債務の増減額（△は減少） 122,538 34,353

未払費用の増減額（△は減少） △79,183 8,955

その他の流動負債の増減額（△は減少） 22,428 △34,355

長期預り金の増減額（△は減少） △89,159 △76,056

その他 △9,779 △6,796

小計 360,780 51,828

利息及び配当金の受取額 13,176 1,299

利息の支払額 △97,935 △96,382

保険金の受取額 38,319 －

索道事業資産撤去費用の支払額 － △535,815

法人税等の支払額 △84,682 △24,196

営業活動によるキャッシュ・フロー 229,658 △603,266

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,177 △3,183

定期預金の払戻による収入 3,168 3,177

固定資産の取得による支出 △375,768 △563,647

固定資産の売却による収入 3,730 167,172

投資有価証券の取得による支出 △0 －

工事負担金等受入による収入 113,976 233,925

その他 3,716 20,416

投資活動によるキャッシュ・フロー △254,354 △142,138

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,630 △21,300

長期借入れによる収入 980,000 1,810,000

長期借入金の返済による支出 △1,039,117 △1,059,187

自己株式の増減額（△は増加） △2,207 △909

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,954 728,603

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △91,650 △16,801

現金及び現金同等物の期首残高 963,681 872,030

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △11,069

現金及び現金同等物の期末残高 872,030 844,160



 該当事項はありません。 

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数       ８社 

主要な連結子会社の名称 

宝登興業㈱ 

㈱熊倉高原センター 

秩鉄タクシー㈱ 

㈱秩鉄商事 

㈱秩父建設 

㈱秩鉄かんぽサービス 

秩父観光興業㈱ 

秩父鉄道観光バス㈱ 

(1)連結子会社の数       ６社 

主要な連結子会社の名称 

宝登興業㈱ 

秩鉄タクシー㈱ 

㈱秩鉄商事 

㈱秩父建設 

秩父観光興業㈱ 

秩父鉄道観光バス㈱ 

 当連結会計年度において㈱熊倉

高原センターは㈱秩鉄商事と合併

し、また、㈱秩鉄かんぽサービス

は清算したため、連結の範囲から

除外しております。  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

秩父観光㈱ 

㈱長瀞不動寺奉賛会 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模

であり、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 持分法を適用していない非連結子会社

（秩父観光㈱、㈱長瀞不動寺奉賛会）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によって

おります。 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  ② たな卸資産 

分譲土地建物    個別法による原価

法（貸借対照表価額

は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法

により算定） 

商品            主として最終仕入

原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下

による簿価切下げの

方法により算定） 

貯蔵品          移動平均法による

原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下

による簿価切下げの

方法により算定） 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、営業利益及び経常利益

がそれぞれ17,799千円減少し、税金

等調整前当期純損失が17,799千円増

加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。  

② たな卸資産 

分譲土地建物      同左 

  

  

  

  

商品               同左 

  

  

  

  

貯蔵品            同左 

  

  

  

  

                  

  

  

  

  

        



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として定率法によっております

が、当社の鉄道事業固定資産の構築物

の一部（取替資産）については取替法

により、当社の不動産事業及び一部の

子会社に係る有形固定資産、並びに平

成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備は除く）は定額法によって

おります。 

（追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社の機械装

置については、従来、耐用年数を3年～

20年としておりましたが、当連結会計

年度より12～15年に変更しておりま

す。 

 この変更は、法人税法の改正並びに

当該資産の実質使用年数等を加味した

ことによります。 

 この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ2,677千円減少し、税金等調整前

当期純損失は2,677千円増加しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

        同左 

  

  

  

  

  

  

   

            

  

  

  

  

         

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用することと

しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

③ リース資産 

       同左  

  



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討して計上

しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるた

め、支給見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における、退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 また、数理計算上の差異について

は、平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しております。 

 過去勤務債務については、平均残存

勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により、費用処理しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  ④ 特別修繕引当金 

 鉄道に関する技術上の基準を定める

省令（平成13年12月25日国土交通省令

第151号）第90条の定めによる蒸気機関

車の全般検査費用に備えるため、当該

検査費用の支出見込額のうち当連結会

計年度負担額を計上しております。 

④ 特別修繕引当金 

同左 

  ⑤ 固定資産撤去損失引当金  

 固定資産の撤去費用等の発生に備え

るため、見積額を計上しております。 

⑤ 固定資産撤去損失引当金  

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(4) 重要な収益及び費用の計

上基準 

―――――――――  

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 ① 当連結会計年度末までの進捗部分に 

   ついて成果の確実性が認められる工事 

   工事進行基準（工事の進捗率の見積 

  りは原価比例法） 

 ② その他の工事 

   工事完成基準 

  

（会計方針の変更）  

 請負工事に係る収益の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、当連結会計年度より、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12月27日）を適用

し、当連結会計年度に着手した工事契約か

ら、当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。 

  なお、この変更に伴う売上高、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

に与える影響はありません。  

(5）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 当社グループが行っている金利スワ

ップ取引について、特例処理を適用し

ております。 

―――――――――      

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ）ヘッジ手段 … 金利スワップ取引 

  

  

  ロ）ヘッジ対象 … 借入金利息   

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクをヘッジす

ることを目的として金利スワップ取引

を行っております。 

  

  



項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 当社グループの金利スワップ取引

は、金利スワップの特例処理の条件を

充たしておりその判定をもって有効性

評価に代えております。 

――――――――― 

(6）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

① 工事負担金等の処理 

鉄道事業における諸施設の工事等を

行うにあたり、当社は地方公共団体

（又は国土交通省）等より工事費の一

部として工事負担金等を受けておりま

す。 

これらの工事負担金等は、工事完成

時に当該工事負担金等相当額を取得し

た固定資産の取得原価から直接減額し

て計上しております。 

なお、連結損益計算書においては、

工事負担金等受入額を特別利益に計上

するとともに、固定資産の取得原価か

ら直接減額した額を固定資産圧縮損と

して特別損失に計上しております。 

① 工事負担金等の処理 

同左 

  ② 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項  

 のれん及び負ののれんは発生しており

ません。  

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

【会計方針の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平

成19年３月30日改正））を適用しております。なお、

取引開始日が平成20年４月１日以降で通常の売買取引

に係る方法に準じて会計処理すべきリース取引がない

ことから、この変更による損益への影響はありませ

ん。 

  

               

  

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表関係）    

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日内閣府令第

50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度において

「たな卸資産」として掲記されたものは、当連結会計年度

から「分譲土地建物」「商品及び製品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「分

譲土地建物」「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ358,447千円、32,067千円、37,129千円でありま

す。             

                   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

（連結損益計算書関係）    

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「物品売却益」は、当連結会計年度にお

いて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。  

 なお、前連結会計年度における「物品売却益」の金額は

5,530千円であります。 

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「貸倒引当金戻入額」は、当連結会計年

度において営業外収益の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しました。  

 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入額」の

金額は4,546千円であります。 



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

日本標準産業分類をベースに経営多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しておりま

す。 

２．各事業区分の主要な事業内容 

運輸業 … 鉄道、バス、索道、タクシーの営業を行っております。 

不動産業 … 建物の賃貸、土地及び建物の販売等を行っております。 

卸売業 … 資材の卸しを中心に商品の販売を行っております。 

レジャー・サービス業 … 遊船、動物園、飲食業等を行っております。 

その他事業 … 建設業、電気工事業、旅行業等を行っております。 

３．営業費用のうち消去及び全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．資産のうち消去及び全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,234,277千円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金（現金・預金）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等でありま

す。 

５．会計方針の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（１）②に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「不動産業」で16,638千円、「卸売

業」で188千円、「レジャー・サービス業」で７千円及び「その他事業」で965千円それぞれ減少しておりま

す。  

６．追加情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（２）①に記載のとおり、当社及び一部の連結

子会社の機械装置については、従来、耐用年数を３年～20年としておりましたが、当連結会計年度より12年

～15年に変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が「運輸業」で2,677千円増加しております。  

(8)連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  運輸業 
（千円） 

不動産業
（千円） 

卸売業
（千円） 

レジャー・
サービス業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 営業収益及び営業損益                                        

営業収益                                        

(1)外部顧客に対する営業

収益 
 4,449,523 537,093 464,466 649,400 162,692  6,263,176  － 6,263,176

(2）セグメント間の内部収

益又は振替高 
 9,257 10,801 285,356 3,896 373,674  682,986 (682,986)  －

計  4,458,780 547,894 749,823 653,297 536,367  6,946,162 (682,986)  6,263,176

営業費  4,631,123 273,961 746,907 644,602 519,472  6,816,066 (702,952)  6,113,114

営業利益又は営業損失

（△） 
 △172,342 273,932 2,915 8,695 16,895  130,096  19,966 150,062

Ⅱ 資産、減価償却費及び資

本的支出 
                                       

資産  16,409,734 4,389,680 188,240 458,140 442,274  21,888,069  1,717,398 23,605,468

減価償却費  292,498 75,637 1,384 14,514 9,173  393,208  10,513 403,721

資本的支出  483,067 41,230 4,082 4,197 10,853  543,431  5,402 548,833



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

日本標準産業分類をベースに経営多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しておりま

す。 

２．各事業区分の主要な事業内容 

運輸業 … 鉄道、バス、索道、タクシーの営業を行っております。 

不動産業 … 建物の賃貸、土地及び建物の販売等を行っております。 

卸売業 … 資材の卸しを中心に商品の販売を行っております。 

レジャー・サービス業 … 遊船、動物園、飲食業等を行っております。 

その他事業 … 建設業、電気工事業、旅行業等を行っております。 

３．営業費用のうち消去及び全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．資産のうち消去及び全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,938,571千円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金（現金・預金）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等でありま

す。 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はありません。 

 前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高はないため記載しておりません。 

  運輸業 
（千円） 

不動産業
（千円） 

卸売業
（千円） 

レジャー・
サービス業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 営業収益及び営業損益                                        

営業収益                                        

(1)外部顧客に対する営業

収益 
 4,104,171 489,806 485,896 352,825 149,774  5,582,474  － 5,582,474

(2）セグメント間の内部収

益又は振替高 
 11,463 7,344 242,983 878 350,163  612,833 (612,833)  －

計  4,115,635 497,150 728,880 353,703 499,938  6,195,308 (612,833)  5,582,474

営業費  4,363,496 223,924 726,461 315,159 509,402  6,138,443 (634,249)  5,504,193

営業利益又は営業損失

（△） 
 △247,861 273,226 2,418 38,544 △9,463  56,865  21,415 78,281

Ⅱ 資産、減価償却費及び資

本的支出 
                                       

資産  16,531,938 4,333,042 172,795 389,482 384,589  21,811,849  1,646,604 23,458,454

減価償却費  297,218 70,931 10,865 13,217 5,186  397,420  8,819 406,239

資本的支出  557,351 7,221 － 8,870 3,568  577,011  23,269 600,280

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

    該当事項はありません。 

   連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、リース取引、金融

  商品、有価証券、退職給付、税効果会計、賃貸等不動産、関連当事者情報等に関する注記事項については、決算短信

  における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 533円02銭

１株当たり当期純損失金額

（△）    

△ 3円02銭

１株当たり純資産額 円 銭538 99

１株当たり当期純利益金額      円 銭6 75

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △45,047  100,525

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
 △45,047  100,525

期中平均株式数（千株）  14,896  14,888

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 606,163 606,886

未収運賃 146,176 120,289

未収金 201,540 316,645

未収収益 41,533 42,152

分譲土地建物 437,411 437,580

商品及び製品 2,425 7,688

原材料及び貯蔵品 42,847 44,412

前払金 381 1,270

前払費用 8,347 8,176

その他 40,612 18,693

貸倒引当金 △5,248 △6,022

流動資産合計 1,522,191 1,597,774

固定資産   

鉄道事業固定資産   

有形固定資産 25,024,170 25,142,734

減価償却累計額 △9,494,182 △9,613,464

有形固定資産（純額） 15,529,987 15,529,270

無形固定資産 15,882 14,562

鉄道事業固定資産合計 15,545,870 15,543,833

不動産事業固定資産   

有形固定資産 5,781,256 5,782,380

減価償却累計額 △1,829,126 △1,894,141

有形固定資産（純額） 3,952,129 3,888,238

無形固定資産 2,878 2,259

不動産事業固定資産合計 3,955,008 3,890,498

観光事業固定資産   

有形固定資産 857,969 861,321

減価償却累計額 △464,014 △470,205

有形固定資産（純額） 393,955 391,116

無形固定資産 524 670

観光事業固定資産合計 394,480 391,786

各事業関連固定資産   

有形固定資産 1,398,711 1,284,766

減価償却累計額 △430,537 △430,334

有形固定資産（純額） 968,173 854,432

無形固定資産 10,297 8,024

各事業関連固定資産合計 978,471 862,457



（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 83,439 83,997

親会社株式 291,286 271,057

関係会社株式 64,057 64,057

出資金 2,003 2,003

関係会社長期貸付金 25,000 15,000

その他 44,277 32,104

貸倒引当金 △53,142 △30,948

投資その他の資産合計 456,921 437,271

固定資産合計 21,330,752 21,125,846

資産合計 22,852,943 22,723,620

負債の部   

流動負債   

短期借入金 1,175,000 1,169,000

1年内返済予定の長期借入金 887,064 1,007,855

未払金 712,416 627,735

未払費用 244,658 267,510

未払法人税等 － 6,867

未払消費税等 26,570 3,420

預り連絡運賃 27,393 24,756

預り金 112,686 103,114

前受運賃 70,549 71,533

前受金 26,558 26,545

賞与引当金 185,000 161,000

流動負債合計 3,467,897 3,469,339

固定負債   

長期借入金 2,412,030 2,983,175

繰延税金負債 113,005 105,656

再評価に係る繰延税金負債 6,095,667 6,042,414

退職給付引当金 2,027,326 1,703,606

特別修繕引当金 57,500 69,000

固定資産撤去損失引当金 364,320 9,700

関係会社事業損失引当金 138,700 138,700

長期預り金 553,838 477,781

固定負債合計 11,762,387 11,530,034

負債合計 15,230,284 14,999,373



（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金   

資本準備金 14,106 14,106

資本剰余金合計 14,106 14,106

利益剰余金   

利益準備金 175,113 175,113

その他利益剰余金   

諸井恒平氏記念資金 5,100 5,100

頌徳会基金 5,000 5,000

繰越利益剰余金 △2,027,592 △1,838,037

利益剰余金合計 △1,842,379 △1,652,824

自己株式 △24,573 △25,483

株主資本合計 △1,102,846 △914,200

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 174,072 161,750

土地再評価差額金 8,551,433 8,476,697

評価・換算差額等合計 8,725,506 8,638,448

純資産合計 7,622,659 7,724,247

負債純資産合計 22,852,943 22,723,620



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

鉄道事業営業利益   

営業収益   

旅客運輸収入 2,084,228 2,003,416

貨物運輸収入 1,224,646 1,021,564

運輸雑収 287,696 302,939

鉄道事業営業収益合計 3,596,571 3,327,920

営業費   

運送営業費 2,980,929 2,771,984

一般管理費 354,921 354,200

諸税 190,736 195,673

減価償却費 254,273 260,016

鉄道事業営業費合計 3,780,860 3,581,875

鉄道事業営業損失（△） △184,288 △253,954

不動産事業営業利益   

営業収益   

営業収入 547,894 497,150

不動産事業営業収益合計 547,894 497,150

営業費   

売上原価 61,513 29,313

販売費及び一般管理費 96,480 85,590

諸税 39,931 37,109

減価償却費 76,035 71,912

不動産事業営業費合計 273,961 223,924

不動産事業営業利益 273,932 273,226

観光事業営業利益   

営業収益   

営業収入 343,654 357,865

観光事業営業収益合計 343,654 357,865

営業費   

売上原価 43,029 45,316

販売費及び一般管理費 244,065 252,182

諸税 7,005 6,705

減価償却費 13,209 12,046

観光事業営業費合計 307,310 316,250

観光事業営業利益 36,344 41,614

全事業営業利益 125,987 60,887



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 1,645 782

受取配当金 10,882 746

物品売却益 14,641 9,691

土地物件貸付料 29,557 35,221

貸倒引当金戻入額 3,877 21,420

出向者退職金受入益 13,553 10,271

その他 7,252 15,524

営業外収益合計 81,410 93,659

営業外費用   

支払利息 94,186 92,354

その他 0 2,556

営業外費用合計 94,186 94,911

経常利益 113,211 59,634

特別利益   

固定資産売却益 － 29,710

補助金受入額 184,704 78,869

工事負担金等受入額 57,180 134,695

その他 10,349 4,749

特別利益合計 252,234 248,025

特別損失   

固定資産除却及び撤去費 16,414 －

固定資産圧縮損 238,497 206,833

投資有価証券評価損 1,091 0

固定資産撤去損失引当金繰入額 137,000 －

弔慰金 － 30,256

特別損失合計 393,004 237,089

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △27,558 70,570

法人税、住民税及び事業税 14,031 9,004

法人税等調整額 － △51,758

法人税等合計 14,031 △42,754

当期純利益又は当期純損失（△） △41,589 113,325



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 750,000 750,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 750,000 750,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 14,106 14,106

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,106 14,106

資本剰余金合計   

前期末残高 14,106 14,106

当期変動額   

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,106 14,106

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 175,113 175,113

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 175,113 175,113

その他利益剰余金   

諸井恒平氏記念資金   

前期末残高 5,100 5,100

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,100 5,100

頌徳会基金   

前期末残高 5,000 5,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,000 5,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △1,983,827 △2,027,592

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △41,589 113,325

自己株式の処分 △54 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

当期変動額合計 △43,765 189,555

当期末残高 △2,027,592 △1,838,037

利益剰余金合計   

前期末残高 △1,798,614 △1,842,379

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △41,589 113,325

自己株式の処分 △54 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

当期変動額合計 △43,765 189,555

当期末残高 △1,842,379 △1,652,824



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △22,420 △24,573

当期変動額   

自己株式の取得 △2,444 △909

自己株式の処分 291 －

当期変動額合計 △2,152 △909

当期末残高 △24,573 △25,483

株主資本合計   

前期末残高 △1,056,928 △1,102,846

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △41,589 113,325

自己株式の取得 △2,444 △909

自己株式の処分 236 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

当期変動額合計 △45,918 188,646

当期末残高 △1,102,846 △914,200

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 303,233 174,072

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △129,160 △12,322

当期変動額合計 △129,160 △12,322

当期末残高 174,072 161,750

土地再評価差額金   

前期末残高 8,549,312 8,551,433

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,121 △74,735

当期変動額合計 2,121 △74,735

当期末残高 8,551,433 8,476,697

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8,852,545 8,725,506

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △127,039 △87,058

当期変動額合計 △127,039 △87,058

当期末残高 8,725,506 8,638,448

純資産合計   

前期末残高 7,795,616 7,622,659

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △41,589 113,325

自己株式の取得 △2,444 △909

自己株式の処分 236 －

土地再評価差額金の取崩 △2,121 76,230

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △127,039 △87,058

当期変動額合計 △172,957 101,588

当期末残高 7,622,659 7,724,247



    該当事項はありません。 

  

(4）継続企業の前提に関する注記
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